





































































































































































































































































































































　では本書が公刊された 2012 年 4 月（2011 年度）当時の政策実態はどうであり、その後どう
展開したか確かめてみよう。環境支払い制度としては中山間地域直接支払い、環境保全型農業




















































































































































































































































































































































ための構想づくり、平成 30 年度阿蘇草原再生募金による事業活動報告、pp. 1-4
　註 7　 横川洋・高橋佳孝編著（2017）『阿蘇地域における農耕景観と生態系サービス』農林統計出版、
pp.69-75




















　では、生業と生活とはなにか ? 平成 16 年の文化財保護法に文化的景観を取込むための法改
正に先行して、平成 12 年秋から 2 年余り「農林水産業に関連する文化的景観の保存・整備・
活用に関する検討委員会」が全国の農林水産業に関連する文化的景観について広範な実態調査
を実施した。その報告書「農林水産業に関連する文化的景観の保護に関する調査研究報告（平
























































































































































る。2014 年には栁沼が、文化的資本（芸術、建築、景観、言語、伝統）をその 4 つめに加えて




















































































産は貨幣Мを生産過程 X に投入し、新たな貨幣 Ḿ を産出することだと形式化することが
できる。すなわち、M ➡ X ➡ Ḿ であり、M の Ḿ に対する比率 Ḿ /M が利潤率を表す。
この形式だけ見るとビジネスと生業に違いはないが、違いがでてくるのは Ḿ /M と X の
先後関係である。すなわち生業においては X はあらかじめ与えられており、利潤率 Ḿ /M
は X に従うが、ビジネスにおいては X がМ́ /M に従属する。いくら儲けが小さくても製
作者本能に導かれて生産を行うのが生業であるのに対して、儲けのためなら事業を次から
次へと再構築するのをいとわないのがビジネスである。・・・最も有利な X を構築するた





































































　註 18　 横山繁樹（2018）第Ⅰ部コメント Ⅱイノベーション主体としての家族経営を支える仕組み、日
本農業経営学会編（酒井富夫・柳村俊介・佐藤了責任編集）、家族農業経営の変容と展望、農林
統計出版、pp.99-103
　註 19　 鳥越晧之（1997) コモンズの利用権を享受する者、環境社会学研究 3、p.8
　註 20　 守田志郎（1975）小農はなぜ強いか、農山漁村文化協会、（2002 年人間選書版）pp.31-33、44-52、
pp.168-186
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本研究ノートは阿蘇草原再生協議会の平成 30 年度阿蘇草原再生募金（第八弾）による助成研究の成果の一
部である（註 6）。記して謝意を表したい。
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